
 

 

西尾市生ごみ処理機購入費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭から排出される生ごみの自家処理を推進し、ごみの減

量化及びその有効利用を図るため、生ごみ処理機を購入した者に対し、予算の

範囲内において交付する西尾市生ごみ処理機購入費補助金（以下「補助金」と

いう。）に関し、西尾市補助金等交付規則（昭和６２年西尾市規則第２号）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象） 

第２条 補助対象とする生ごみ処理機は、次表のとおりとする。 

仕   様 補 助 数 

 生ごみを単に粉砕するだけでなく、加熱、

バクテリア等による分解等の方法により生ご

みの容積を減少、又は消滅させる機器で、耐

久性があり、衛生的で、水分等が地中に浸透

しない構造のもの 

 １世帯につき１基 

 ただし、この補助金の交付を受けた生

ごみ処理機を買い替えようとするとき

は、５年以上の経過により使用不能と認

められる場合に限り補助対象とする 

 （対象者等） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、市内に住所を有する者とす

る。 

２ 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が承

認した販売店において、生ごみ処理機を購入しなければならない。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、生ごみ処理機の購入価格の２分の１の額とし、１，００

０円未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、その計算して得た額が、１

万円を超えるときは、１万円とする。 

２ 販売店の値引きがあった場合（クーポン、販売店のポイント等を使用した場

合を含む。）は、当該値引きがあった後の購入に要した費用を生ごみ処理機の

購入価格とする。 

（補助金の交付申請等） 

第５条 申請者は、補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければな

らない。 

（販売店の届出等） 

第６条 販売店の承認を受けようとする者は、生ごみ処理機販売取扱店承認申請

書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を適当と認めたときは、生ごみ処理機販売取扱店承認済

証（様式第３号）を交付する。 

３ 販売店は、前項の承認済証の記載内容に変更が生じたときは、生ごみ処理機

販売取扱店変更届出書（様式第４号）を速やかに届出しなければならない。 



 

 

（販売証明書等の交付） 

第７条 販売店は、市民が生ごみ処理機を購入したときは、生ごみ処理機販売証

明書兼支払証明書（様式第５号）を購入者に交付しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第８条 市長は、第５条の書類が提出されたときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第６号）に

より通知するものとする。 

２ 前項の規定による補助金交付決定を受けた者は、補助金交付請求書兼実績報

告書（様式第７号）に生ごみ処理機販売証明書兼支払証明書、領収書の写しを

添え、購入した日から１か月以内又は年度の末日のいずれか早い日までに市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は、補助金の申請等について、申請者又は販売店に不正があったとき

は、販売店の承認及び補助金交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の返

還を求めることができる。 

（調査等） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、生ごみ処理機購入者及び販売店の

調査をすることができる。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年６月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 市長は、この要綱の施行後５年を目途として補助事業全般に関して検討を加

え、その結果に基づき、廃止を含む必要な見直し等の措置を講ずるものとす

る。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


